
一般会計予算を市民1人あたりにすると
614,575円 平成25年3月1日現在の人口36,090

人で単純に算出したものです。

目的別 金額 目的別 金額
民　生　費 176,472円 衛　生　費 51,088円
公　債　費 93,376円 消　防　費 36,027円
総　務　費 81,440円 議　会　費 6,460円
農林水産費 56,678円 商　工　費 5,883円
教　育　費 45,075円 労　働　費 1,443円
土　木　費 59,246円 予　備　費 1,385円

 会計別当初予算額 (△は減）

区分 平成25年度 平成24年度 増減率
一 般 会 計 221億8,000万円 218億9,000万円 1.3
特 別 会 計 115億7,649万3千円 115億885万8千円 0.6
農業集落排水事業 6億2,073万8千円 6億1,178万2千円 1.5
公 共 下 水 道 事 業 6億4,509万5千円 6億7,152万9千円 △3.9
国 民 健 康 保 険 54億56万2千円 55億69万8千円 △1.8
後 期 高 齢 者 医 療 6億7,574万円 6億5,192万1千円 3.7
介 護 保 険 42億3,435万8千円 40億7,292万8千円 4.0

用語の説明用語の説明

歳出

民生費
63億6,888万1千円
（28.7％）

公債費
33億6,995万4千円
（15.2％）

総務費
29億3,915万4千円
（13.3％）

農林水産費
20億4,552万2千円

（9.2％）

教育費
16億2,675万9千円

（7.3％）

土木費
21億3,819万9千円

（9.6％）

衛生費
18億4,375万円
（8.3％）

民生費
63億6,888万1千円
（28.7％）

公債費
33億6,995万4千円
（15.2％）

総務費
29億3,915万4千円
（13.3％）

農林水産費
20億4,552万2千円

（9.2％）

教育費
16億2,675万9千円

（7.3％）

土木費
21億3,819万9千円

（9.6％）

衛生費
18億4,375万円
（8.3％）

消防費
13億23万2千円
（5.9％）

予備費5,000万円(0.2%)
労働費5,208万7千円(0.2%)
商工費2億1,231万5千円(1.0%)
議会費2億3,314万7千円(1.1%)

その他
地方消費税交付金、
地方譲与税など
5億8,003万7千円
（2.6％）

歳入
依存財源

184億702万円
（83.0％）

自主財源
37億7,298万円
（17.0％）

市税
23億1,225万4千円
（10.4％）

地方交付税
100億円
（45.1％）

市債
35億6,090万円
（16.1％）

国庫支出金
29億7,835万3千円
（13.4％）

県支出金
12億8,773万円
（5.8％）

その他
使用料及び手数料、
繰入金など
14億6,072万6千円
（6.6％）
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平成25年度 一般会計当初予算平成25年度 一般会計当初予算  221億8,000万円221億8,000万円
　平成25年第1回つがる市議会定例会において、平成25年度つがる市一般会計
当初予算が可決されました。平成25年度一般会計の予算規模は、221億8,000
万円で、前年度当初予算に比べて2億9,000万円（1.3%）の増、つがる市発足後、
過去2番目の規模になっています。
　私たちの暮らしに活かされる平成25年度当初予算を紹介します。

■使用料及び手数料
市の施設の使用料や住民票
などを交付したときの手数
料など
■繰入金
一般会計、特別会計、基金
の間で相互に運用されるお
金
■地方交付税
地方自治体ごとの財政運営
の均衡をとるため国から交
付されるお金
■市債
市が事業を進めるため、国
や銀行から借りるお金

■国庫支出金
特定の目的の財源として国
から交付されるお金
■県支出金
特定の目的の財源として県
から交付されるお金
■地方消費税交付金
市民の皆さんが納めた消費
税の一部を財源として県か
ら交付されるお金
■地方譲与税
一度国税として徴収され、
その後市町村に分配される
お金

■民生費
福祉や年金、医療、保育所
運営などに使われるお金
■公債費
市の借入金(市債)の元金や
利子の償還に使われるお金
■総務費
全般的な管理業務や財政、
財産管理、徴税、選挙など
に使われるお金
■土木費
道路や公園の維持補修や整
備のために使われるお金
■農林水産業費
農林水産業の振興や農道な
どの整備に使われるお金

■衛生費
各種健診や予防接種などの
保健関係、ゴミやし尿の処
理などに使われるお金
■教育費
小中学校の運営や教育、文
化、スポーツの振興などに
使われるお金
■消防費
消防、防災、災害対策など
に使われるお金
■議会費
市議会の運営のために使わ
れるお金
■商工費
商工業や観光の振興に使わ
れるお金
■労働費
雇用の安定のために使われ
るお金



予算編成に当たって
　これまで各部局が取り組んできた既存事業の見直しの
みならず、今後の方向性、費用対効果についても検討し、
特に経常経費については組織機構の改革など積極的な見
直しと人件費の抑制に努めました。また、投資的経費に
ついても市全体かつ後年度の整備計画まで検討し、環境、
農業、福祉、教育、まちづくり等のさまざまな分野にお
いて市民のための特色ある施策の推進に取り組む一方で、
防災、減災、医療対策等市民が安心して生活できるまち
づくりのための予算としました。

平成25年度予算における重点プロジェクト
～つがる市総合計画後期基本計画の６つの基本目標～

（1万円未満は四捨五入）

①潤いと誇りに満ちた活力ある産業づくり

つがるブランド推進会議補助金 4,894万円
　つがるブランドを推進するため、国内外におけるPR
活動、ブランド実績調査・分析・計画策定、つがるブラ
ンド商品開発、販売促進事業等を行います。
集出荷氷温貯蔵施設建設事業 1億7,372万円
　農産物の集出荷氷温貯蔵施設建設の本体建設工事を実
施します。
新規就農総合支援事業補助金 9,000万円
　青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため、新
規就農者に年間150万円（最長5年間）の支援を行います。
経営体育成対策事業補助金 2億2,792万円
　就農や規模拡大、経営の多角化など経営改善を行うた
めに必要な農業機械の整備を支援します。
商工業対策事業 2,800万円
　中心市街地の活性化対策に取り組み、中小企業の経営
安定や産業の振興を行います。
観光対策事業 7,786万円
　まつり協賛会への補助、観光客誘致事業、つがる地球
村改修工事を行い、観光開発、観光インフラ設備を整備
します。

②個性と郷土を大切にする心豊かな人づくり

小学校大規模改修事業 674万円
　森田小学校の大規模改修の設計を行います。
学校教材等備品整備事業 3,474万円
　教育環境を整備するため、小学校情報教育用パソコン
や普通教室無線LANを整備します。
自治組織活動助成事業補助金 3,480万円
　自治会組織の備品整備や集会施設トイレ改修に対する
補助を行います。
姉妹都市国際交流事業 608万円
　姉妹都市米国メーン州バス市との交流を通して異文化
の相互理解を深め、国際感覚豊かな人材を育成します。
遺跡発掘・保存事業 7,970万円
　世界遺産登録に向けて、亀ヶ岡遺跡、田小屋野貝塚の
史跡地を買収し、縄文遺跡整備構想計画を策定します。

③快適とやすらぎのある暮らしづくり

新エネルギー導入事業 240万円
　太陽光発電システム設置費用に対して補助を行います。
農地・水保全管理共同活動支援事業 8,181万円
　市内の各活動組織が取り組む自然環境や農地の保全に
関する共同活動を支援します。
地域住宅支援事業 6億7,567万円
　魅力ある住環境の整備として桜木団地建て替え工事
（平成25年度8棟33戸）を行います。
消防施設整備事業 1億1,654万円
　消火栓新設、コミュニティ消防センター（沼崎、出崎）
建設などを行います。

④活発な交流とふれあいの拠点づくり

交通対策事業 1,443万円
　地域の生活に必要な交通確保のため、路線バス維持補
助、乗合タクシー運行に取り組みます。
エネルギー対策事業 1,471万円
　農産物直売所に太陽光発電システムを設置し発電実測
データを収集するとともに施設内で活用します。
道路橋梁事業 5億32万円
　地域経済振興と雇用対策を図るため、生活環境基盤路
線である市道の維持・整備を行います。
除雪対策事業 3億8,026万円
　冬期間の市民の安全確保に取り組むため、除排雪業務
や防雪柵設置工事を行います。

⑤お互いを認め合い支え合う共生のこころづくり

つがる西北五広域連合負担金 12億5,210万円
　つがる総合病院、つがる市民診療所建設事業により地
域医療環境を整備します。
母子福祉対策事業 1億2,155万円
　安心して子育てができる環境づくりのため中学生まで
の子ども医療費全額助成を行います。
市民特別検診事業 3億3,032万円
　市民の健康保持のため各種検診事業を行い、がん検診
については無料化の全額助成を行います。
保育所運営事業 8億9,492万円
　市内保育所の運営や延長保育、休日保育等の事業を行
います。

⑥みんなで考え実行するまちづくり

広報事業 1,585万円
　市広報紙を年12回発行し、市政の方向性や事業の進捗
状況等の情報提供に努めます。
議会広報発行事業 129万円
　市民に対し議会活動を報告します。
出張所管理費 1,493万円
　市民の利便性向上を目的として出張所を３箇所（つが
る、稲垣、車力）設置します。
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